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開議 午前１０時００分 

      ◎開議の宣告 

１、議長（堀田） これより本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、あらかじめお手元に配付したとおりであります。 

 

      ◎日程第１ 会議録署名議員の指名 

１、議長（堀田） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第127条の規定により、２番、浜野隆議員、12番、山谷照夫議員を指

名します。 

 

      ◎日程第２ 一般質問 

１、議長（堀田） 日程第２、一般質問を行います。 

 通告順に従い、順次発言を許します。 

 初めに、１番、松田健司議員、発言を許します。 

 

１、１番（松田） 私は、次の２点について質問をさせていただきます。 

 １点目は、町内公共施設での暑さ対策についてになります。 

 この夏は、全国の都道府県において観測史上例がない猛暑が続き、北海道内においても熱中症に

より緊急搬送される方が続出しており、先月８月22日には、伊達市の小学校で小学２年生の女子児

童が体育の授業の後、熱中症の疑いで倒れ、その後、死亡する事案が発生しています。報道では熱

中症警戒アラートの適切な運用がされていなかったことが原因となっていましたが、道内、そして

十勝管内でも今までに経験したことのない気温の上昇と、それが数週間にわたり継続したことから、

各自治体の対応が追いつかない状況が発生しており、町内でも長期的な夏の暑さが常態化する傾向

にあるとの認識に立った災害レベルでの対応を検討する必要があると認識します。 

 そこで、町内の各公共施設における現時点での暑さ対策と今後の取組を町長に伺います。 

 また、町内教育関連施設での暑さ対策と今後の取組についてを教育長に伺います。 

 ２点目になります。 

 町内ではデジタル通信網がほぼ整備され、役場内においても情報通信技術、いわゆるＩＣＴの活

性化に向けた様々な取組が実施されていると思慮しておりますが、一方で、それが町政の運営に対

しどのように反映されているのかが、私を含め町民の皆様に見えてこない現状であるとも認識して

います。少子高齢化に起因する人口減少社会の中で、全国の地方自治体では、各種の公共サービス

やインフラの維持を今後どのように考え、どう取り組んでいくのかが喫緊の課題となっており、そ

の解決策の一つとして、情報通信技術を用いた人と人、人と物、物と物とをコミュニケーションさ

せ、利活用していくことが最重要課題との認識に立った行政運営が求められています。 

 そこで、庁舎内でのＩＣＴ化に向けた今後の取組や意欲について町長に伺います。 
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１、議長（堀田） 答弁。 

 村瀨町長、登壇願います。 

 

１、町長（村瀨） 松田議員の質問にお答えをいたします。 

 議員の質問にありましたように、ここ数年、気温が上昇傾向にありまして、この夏の北海道の平

均気温は、平年に比べ、戦後で最も暑い夏と報道されております。また、本町におきましても、７

月から８月にかけての平均気温が平年より４度前後上昇しておりまして、夏の暑さが常態化してい

ると認識しております。 

 公共施設における暑さ対策でありますが、建築年数が古い建物が多く、ほぼ未着手の状態にあり

ます。 

 役場庁舎の状況でありますが、昭和57年に整備後、40年を経過しておりまして、昨年、庁舎の長

寿命化計画を策定し、改修を計画的、効果的に実施することで長期にわたる使用を計画していると

ころであります。改修費用につきましては、今後の10年間分を年次的に推計しておりますが、その

中に冷暖房の暑さ対策費用は含まれていないところであります。予算等の詳しい積算は行っており

ませんが、数千万円以上の費用が見込まれることは確実でありまして、早急な着手は困難であると

考えます。 

 次に、デイサービスセンターや生活支援ハウスなどの福祉施設でありますが、熱中症のリスクが

高い高齢者の方々の安全の確保と職員の働きやすい職場環境を考慮しますと、暑さ対策としてエア

コンの整備は有効であると認識しておりますが、整備におきまして費用が相当大きなものになると

いう課題があります。財源の確保を含む整備の可能性について検討してまいりたいと考えていると

ころであります。 

 続きまして、情報通信技術の取組についてであります。 

 広尾町では、令和３年度において、国の「高度無線環境整備推進事業」を活用し、町内全域にお

きまして光ファイバーによる高速通信網の情報通信基盤整備が完了したところであります。 

 役場内での取組状況であります。 

 行政手続におけるオンライン化でありますが、令和４年度から行政手続のオンライン化の一環と

して、サーバー機器の導入とオンライン対応の設定を行っており、マイナポータルからの児童手当

の手続や介護認定などの手続が利用できるよう環境を整えております。今後は、国の主導で進めら

れている行政情報システムの標準化が令和７年度末を目途に移行を終えるよう計画しており、移行

後に行政手続のさらなるオンライン化に向け、検討を進めてまいります。 

 次に、アプリケーションソフト等の活用状況であります。 

 本町では、住民に向けたデジタル化の取組も進めているところであります。 

 子育て支援分野では、子育て世代に必要な情報が必要なタイミングで届く母子健康手帳アプリを

令和４年度より導入しております。このアプリによりまして、子育て支援に関する町からの情報や

予防接種や各種健診のスケジュールなどをスマートフォンで受け取ったりすることができます。 

 また、防災対策として、スマートフォンの位置情報を活用し、町内の津波・土砂災害などの災害
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危険箇所や避難所等をインターネット上の地図に示したＷＥＢ版防災ハザードマップを令和４年度

に導入しております。このシステムにより、町民はもとより観光等で町内に滞在している方もスマ

ートフォン等から容易にハザードマップを確認できるため、災害発生時の円滑な避難行動に役立つ

ことが期待できます。 

 国保病院におきましては、ＡＩ問診の導入により電子カルテへの入力業務の軽減や患者の待ち時

間短縮等に効果を発揮しており、利用者の利便性向上に寄与しております。 

 今年度に入り、国が新たに作成したデジタル田園都市国家構想総合戦略に基づき、広尾町におい

ても「地方版総合戦略」の見直しを図るべく、役場内において職員によるデジタル施策検討部会を

立ち上げ、住民サービスの向上や業務の効率化に向け、ＩＣＴ技術を活用した施策を検討している

ところであります。 

 今後、国が示す「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を実現していくため、デジタ

ル技術を活用した地域の課題解決や魅力向上の実現に向けた取組をさらに進めてまいります。 

 以上、答弁とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

 

１、議長（堀田） 続いて答弁。 

 菅原教育長、登壇願います。 

 

１、教育長（菅原） 松田議員のご質問にお答えをいたします。 

 学校の暑さ対策でありますが、教室の窓を開ける、カーテンを閉める、扇風機やサーキュレータ

ーを使用するなどの対策を取っております。加えて、熱中症アラートが出るような猛烈な暑さの日

には、体育の授業の中止や授業時間の短縮、また、各学校のパソコン室にはエアコンが設置されて

おりますので、各学年交代してパソコン室で授業を行うなどの対策を取っております。 

 また、小学校においては、下校時間が一番暑い時間帯となるため、広尾小学校においては保護者

に児童のお迎えをお願いしたりしております。また、豊似小学校においては、スクールバスでの下

校をしているところであります。 

 これからの取組についてであります。広尾町は十勝管内でも冷涼な気候と言われておりますが、

近年は猛烈な暑さの日が多く、児童生徒の健康保持や授業に集中できる環境を確保するためにも、

今後、町部局とエアコンの設置について協議・検討してまいりたいと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

１、議長（堀田） 松田議員。 

 

１、１番（松田） まずは、町長に対し、１つ目の再質問をさせていただきたいと思います。先ほ

どの答弁では、夏の猛烈な暑さが常態化しているとの認識だが、冷房等の設置に関しては膨大な費

用がかかり、早急な着手は困難との答弁をいただきました。財政的には現実的ではない、そして私

が、はい、分かりましたということでは、この場の議論が前に進まないと思いますので、財政的な
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問題は後に回して、現在の状況からお話ししていきたいなと思っています。 

 町内高齢者施設では、居住スペース、共有スペースともに室内で30度を超える日が続いており、

暑いときには室内温度が35度になるときもあるというお話をお聞きしました。そういった状態は夜

間でも室内の温度が下がらなく、同じような状況が続いているとの話もお聞きしました。また、利

用者の３分の１近くの方が基礎体温の高い状態が続いており、原因は分からないが、気温の高さが

影響しているのではないかというお話もお聞きしました。高齢者に限っては体の衰えとともに皮膚

感覚が鈍り、暑さをあまり感じず、熱中症になるまで職員にも気づかれずに緊急搬送されるケース

が北海道でも多発している状況から、介護の現場では熱中症による危険性を強く感じているところ

です。 

 また、現場職員の方は、先日のあのような日中の暑さの中、入浴介護や排せつの介助など、苛酷

な環境の中、奔走されております。 

 豊似保育所でも室内の気温が30度を超える日が続き、子どもたちは暑過ぎて外に出ることもでき

ず、施設内に１台だけクーラーが設置された手狭な部屋に職員と園児が全員そこに閉じ籠もって長

時間過ごしておるような状況も発生しております。職員は、園児が熱中症にならないように、小ま

めな水分補給を取って頑張っておられる姿も拝見しています。 

 このような現場の現状に対して、町長のお考えを改めてお聞きしたいと思います。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） 暑さ対策についてでありますけれども、もう初めての経験だというふうに思っ

ております。私たちも初めての経験を、今まで二、三日はこんな温度がありましたけれども、こん

なに長く続くのは初めてでありまして、それぞれ職員も一生懸命その対策をしたところであります。

特に、福祉施設の問題は、大変喫緊の課題になっているところであります。 

 どんな対策をしたのかというところ、今、施設長が来ておりますので、具体的にその説明をさせ

ていただければというふうに思っております。議長、すみません。 

 

１、議長（堀田） 金石特別養護老人ホーム所長兼養護老人ホーム所長。 

 

１、特別養護老人ホーム所長兼養護老人ホーム所長（金石） 養護老人ホームと特別養護老人ホー

ムの暑さ対策について説明させていただきます。 

 両方、今言われたように30度を超える室内のという部分が続いておりまして、扇風機ではなかな

か追いつかないということで、業務用の大きな扇風機を活用しながら、氷柱を購入し、氷柱で室内

を冷やす、また、アイスノン、氷のう等を使いながら、身体を冷やしながらクーリングを行う。養

護も特養も一部エアコンがついている部屋がありますので、体調の悪い方を優先してそこで一時休

養を取る等の対応をしております。 

 今、議員が言われたように、高齢者は体温の調節機能が低下しており、なかなか自分で暑いとか、
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そういった体調の悪さを訴えることが難しいというのもありますので、より職員がそういったとこ

ろに気をつけて、職員の負担も少し大きくはなったのですけれども、そういった部分で対応してい

たところであります。 

 今後、特養の改築を予定しておりますので、そういった部分も併せて、そういった暑さ対策につ

いても検討をしているところであります。 

 以上であります。 

 

１、議長（堀田） 松田議員。 

 

１、１番（松田） 先ほどから再三お話ししているとおり、今年の暑さは特に前例のない、私たち

が今まで経験したことのないような状況が続いているという認識の下でのお話になると思いますが、

そういった下で想定外のことが起こっている現状で、職員の皆さんをはじめ利用者の皆様も、個人

的にできることをはじめ、暑さ対策を頑張っておられることは重々承知しております。なので、現

状ができていないとか足りないとかというお話ではなくて、これから先の常態化する夏の暑さに対

するお話をこの場で少し町長とできればいいなという思いでこの場に立っております。 

 最初の質問でも少し話しましたが、このような異常な暑さが長期間続くような状態には、やはり

災害レベルでの対応が必要になってくると思います。地震や津波、冬の大雪への備えや対応と同じ

ように、夏の暑さにも同等の対応と備えが必要な時代に入ったと認識していますが、町長のお考え

を伺います。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） 議員おっしゃったとおり、これから常態化していくのではないかというふうに

思っているところであります。 

 

１、議長（堀田） 松田議員。 

 

１、１番（松田） 常態化して、今後取り組まなければいけないというお話です。そうであるなら

ば、時間はかかっても、まちづくりの一環として、まちづくり推進総合計画に掲げるような形で、

中長期の視点からもしっかりと目標を定め、明記した上で前に進めていくべき問題だと思いますが、

そのような中で知恵を結集して、財政的問題を解決しながら、今回あったコロナ対応と同じような

感じで暑さ対策にも最重要項目として掲げて取り組んでいく必要があると思いますが、もう少し町

長の意欲をお聞きしたいなと思いますが、重ねてちょっと答弁をお願いしたいと思います。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 
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１、町長（村瀨） 担当が申し上げましたように、特別養護老人ホーム、建て替えを予定しており

ます。そのときには当然暑さ対策を念頭に置きながら進めるわけでありますが、養護老人ホームの

施設にも電源盤ですとか、そういったところが連系するものですから、併せてそのときに暑さ対策

をしていきたいなというふうに思っているところであります。デイサービスが離れているものです

から、そこをどうするのかという課題、前にも検討しましたが、事業費がやはり相当かかるもので

すから見送ったという経緯があります。どういう形でできるのかというところも、今、検討に入っ

ているところであります。大型の扇風機がいいのか、窓につける簡易的なエアコンもありますし、

工夫しながら、高齢者が多く通う施設でありますから、しっかりと対策を講じていきたいというふ

うに思っておりますし、あと生活支援センターのなごみ、ここも部屋にエアコンがないものですか

ら、そこのところは、病院でも個室にエアコンがついていますが、そういう形でできないかとか、

今いろいろな工夫、担当レベルで検討しているところでありまして、しっかり対策について検討を

していきたいなというふうに思っております。 

 財源について大変課題にあるわけでありまして、やっぱり何を優先させるかというところの視点

で、一遍にできないものですから、年次的に考えて暑さ対策を進めてまいりたいというふうに思っ

ております。 

 

１、議長（堀田） 松田議員。 

 

１、１番（松田） 少し前向きな答弁をいただいてちょっとほっとしていますが、その際にやはり

特に命を守る現場、具体的には保育所、先ほどお話ししていただいた高齢者関連施設から最優先に

取り組むべき問題だと認識しています。今のお話の中では、高齢者施設、福祉エリアに限定されて

お話をなされたわけですが、保育所のことですが、広尾保育所には、ある企業から寄附があり、た

くさんのエアコンがついて、涼しい環境の中で生活できる状態が整っているというのは認識してい

ますが、豊似保育所に関しては何か答弁でもあまり言及されないという部分もありますし、現状は

先ほどお伝えしたとおりなのですが、保育所についてのお考え、同じように早急に着手していただ

くことが命に関わる問題なので必要だと思うのですが、そのあたりについて町長の考えを伺いたい

と思います。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） 認定こども園につきましては、企業の方のご寄附をいただいて、非常に効果的

に今、子どもたち、暑さ対策をしているところでありまして、感謝を申し上げたいというふうに思

っているところであります。 

 豊似保育所は、ご質問にありましたとおり、エアコンについては各部屋には設置をされていると

いうことでございます。あと、厨房がついていないということであります。火を使う厨房がついて

いないというところ、課題が浮き彫りになりました。ぜひここについては設置に向けて検討してい
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るところであります。 

 

１、議長（堀田） 松田議員。 

 

１、１番（松田） 豊似保育所も各部屋に空調設備がついているということなのですが、その認識

で大丈夫ですか。私がお聞きしている範囲では、１部屋だけ冷房設備があって、そこで避難的に暑

さをしのいでいる状況があるという話を伺いましたが。 

（「ちょっとすみません」の声あり） 

 

１、議長（堀田） 暫時休憩します。 

 

午前１０時２４分 休憩 

午前１０時２４分 再開 

 

 再開します。 

 浜頭保健福祉課子育て支援室長。 

 

１、保健福祉課子育て支援室長（浜頭） 豊似保育所のエアコン設置状況ですけれども、確かに１

か所の部屋だけということになっております。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） 今、担当が説明したとおりでありまして、私の答弁で各部屋についているとい

うこと、訂正をさせていただきます。したがいまして、豊似保育所につきましては、それぞれ子ど

もの部屋に来年設置に向けて検討いたします。 

 

１、議長（堀田） 松田議員。 

 

１、１番（松田） ありがとうございます。来年設置していただけるという言葉をいただいてほっ

としております。 

 とにもかくにも、先ほどからお話ししている命を守る現場、高齢者施設、子どもの施設、特に重

点的にやっていく必要があると思いますが、財政的な難しさはあるものの、役場庁舎内も含め町内

各施設全てにおいて、これから検討していく必要があるというふうに認識しております。ですので、

単年度の事業計画で全て賄っていくというのはかなり難しい問題だということも私は認識しており

ます。ですので、長期的、中長期的な視野を持って、まちづくり計画、総合計画に明記した上で、

しっかりと計画性を持って進めていく必要があると思いますが、そのことについて町長に伺いたい
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と思います。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） まちづくりにおきまして、いろんな施策を展開するに当たりまして、やはり限

られた財源でありますから、何が今、最重要なのか、その辺のところについて判断をしながら、優

先順位をつけながら行政執行してまいりたいというふうに思っております。 

 

１、議長（堀田） 松田議員。 

 

１、１番（松田） 教育長に再質問させていただきます。気温が暑過ぎて学校の外に出られないと

か、夏休みより新学期のほうが暑いだとか、想定外のことが続出しており、対応が後手後手に回っ

ているのは、ある意味仕方がないとの認識に立って、あえて質問させていただきます。 

 今後、町部局とエアコンの設置について協議・検討するとの答弁をいただきましたが、北海道で

も熱中症により児童が死亡する事案が発生していることからも、スピード感を持った協議が必要だ

と思います。そのスピード感を持った協議という部分についてどう思われるか、教育長に伺いたい

と思います。 

 

１、議長（堀田） 菅原教育長。 

 

１、教育長（菅原） 今、スピード感を持ってということでありました。次年度の予算編成に向け

て早急に町と協議をさせていただきたいというふうに考えております。 

 

１、議長（堀田） 松田議員。 

 

１、１番（松田） 帯広市をはじめ複数の自治体が、教育関連施設における暑さ対策の支援を国や

道に求める動きもあります。財政的に厳しい状況の中で、単独の自治体で全てを網羅していく、教

育施設にエアコンを入れるみたいなことは、どこの自治体も大変な思いをして今考えておられるこ

とと思いますが、広尾町としては、他町村と連携して支援を求めていくだとか、または単独で支援

を求める、そのような動きを国や道に求めていくようなお考えがあるかどうか、改めて教育長にお

伺いしたいと思います。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） 町として要望していくのかという質問でございますので、私から答弁させてい

ただきます。 
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 今、北海道町村会で、この問題につきまして改めて国に要望することになっております。現在も

いろんな冷暖房施設の補助事業のメニューはあるわけでありますけれども、非常に事業費も低く、

それから対象も限られているということでございまして、そういった補助率の引上げとか、そうい

ったところも要望する運びになっているところであります。下限が400万円で上限が7,000万円とか、

いろんな制約があるのですが、それを外すように、今、北海道町村会として国に要望するというと

ころでございます。また、北海道市長会も国に要望するということでありますから、市町村で歩調

を合わせて国に要望してまいりたいと思っております。 

 

１、議長（堀田） 松田議員。 

 

１、１番（松田） それでは、２点目についての再質問をしていきたいと思います。 

 先ほどの答弁では、既に情報通信技術を活用し複数の取組をされ、地域の課題解決や魅力向上に

向け、さらに取り組むとの答弁をいただきました。その中で地域の課題解決という部分があります

が、地域の課題とは具体的にどのようなものを想定されているのか、町長に伺いたいと思います。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） 今、ＩＣＴ活用した時代の流れになっているところでありまして、特に広尾町

におきましても、既に議会の予算の議決をいただきながらオンライン化を進めたり、アプリケーシ

ョンを進めたり、また、病院や何かに行った方は分かると思いますが、会計も機械でやるというと

ころでございまして、そういった意味でオンライン化が進んでいるところであります。導入すると

きは高齢者の方が使えるかどうか非常に戸惑ったのですが、そういうことではなくて、積極的にそ

ういったことを取り入れながら慣れていただく、訓練をしていただく、そういう時代の流れであり

ますから、そういった方々を置いていくという意味ではなくて、そういった方々も指導しながら、

オンライン、ＩＴ化についてそれぞれ住民の方にも指導していく、慣れていただくという方針でご

ざいます。 

 

１、議長（堀田） 松田議員。 

 

１、１番（松田） 町民の方に対しても、高齢者の方が特に想定されていると思いますが、タブレ

ット端末であったりだとか、スマートフォンであったりだとかという端末の使い方をアナウンスし

て、ボトムアップしていくようなお考えの答弁だったと思いますが、私が考える地域の最重要課題

は、我々は人口減少社会の中で今暮らしているということをしっかり自覚した上で現実に向き合う

ことではないかなと思っています。 

 総合戦略に記載されている広尾町の人口推移では、2065年には2,300人まで減少するとなってい

ます。40年先の話なので、あまり実感として伴わないものもあるかと思いますが、そこから逆算す
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ると、これから先20年の間に人口が半分になることも予想されると思います。20年先に人口が半分

になるということは、行政職員も単純に半減し、半分になることだと認識しています。職員数は半

減するわけですが、管轄する町の面積はこれから先も変わることがないので、例えば林道や町道の

管理、鳥獣の管理、水道の管理など様々な行政サービスが、マンパワー不足で実施できない状況に

なることは明らかなことだと認識もしております。そのような状態を回避し、少ない人口でも継続

できる行政サービスを提供するために必須なのが行政のＩＣＴ化だと認識しておりますが、そのこ

とについての町長の考えを伺いたいと思います。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） 人口減少に伴って、どう住民サービスを維持していくかということでございま

す。 

 当然そうならないように、人口減少が推定どおりにならないように、頑張ってどう町をつくって

いくかで、みんな努力をしているところであります。しかし、それにやっぱり向き合っていくこと

も必要でありますし、人口減少が進む中では役場の職員も当然減らざるを得ない、需要がないわけ

でありますから、そういう形になるのだというふうに思っております。そういった意味では、業務

のやり方、工夫をしながらしていかなければならないというふうに思っています。どうしてもマン

パワーで必要な部分は必ずあるわけでありますから、そこを確保しながらどう行政を進めていくか

というところでございます。 

 今、役場内部でそのことについて検討しておりますので、具体的に何点か担当のほうから説明さ

せていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 

１、議長（堀田） 山岸企画課長。 

 

１、企画課長（山岸） 先ほどの町長の答弁の中にもありましたように、役場内部においても職員

によるデジタル施策検討部会を立ち上げております。その中で様々な施策が提案されております。

先ほどから言われているように、人口減少社会の中で職員数も減っていくのではないかということ

を松田議員のほうから言われております。 

 現在、いろいろな定型業務、役場の職員もやっている形であります。出退勤管理や文書作成など

の定型業務、あと、大量に印刷した紙による資料配付など、人からＡＩなどの部分に業務を置き換

える部分、あとタブレットの使用による業務の省力化、こういうことを進めていかなければならな

いということで検討部会で検討しております。 

 防災情報の発信手段の複層化というところも検討課題にありまして、防災行政無線も使っている

わけですけれども、そういった部分もデジタル化を活用してスマホのアプリ等の導入、そういう特

に人口カバー率が低いところもカバーしていかなければならない、あと危険な被災地、先ほど林道、

町道の管理の部分、こちらのほうはドローンも導入しておりますので、そういった部分も活用しな
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がら現場の確認をしていくといった部分、そういった部分を活用しながら、今後の人口減少化社会

に取り組んでいくことを検討しております。 

 以上です。 

 

１、議長（堀田） 松田議員。 

 

１、１番（松田） ＩＣＴ化に向け、また、人口減少社会に対応するために、目に見えない部分で

職員の方たちが知恵を結集しておられるお話、お聞きして安心しました。 

 ただ、一方で、現在も進行形で少しずつ職員は減少し続けており、例えば今まで３人でやってい

た業務が２人になり、もしくは１人でこなさなくてはならない現状も発生しているという話もお聞

きしております。そのような状況からも、ＩＣＴのような新しい分野の事業にじっくり取り組むこ

とのできない状況、日々の業務に忙殺され、なかなかそこまで手厚く考えや時間が取れない状況も

現在発生していると思いますが、そのことについての町長の認識を伺いたいと思います。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） 業務を遂行するに当たりまして、やはり働き方改革が今言われているわけであ

ります。やはり業務を従来どおりの形でいいのかどうなのか含めて業務の在り方、仕事の在り方等々

について、それぞれ担当部局で検討しておりますし、職員についてもそのことも機会あるごとに言

っているわけでありまして、やっぱり効率的な行政をどう進めていくかが課題だというふうに思っ

ております。 

 

１、議長（堀田） 松田議員。 

 

１、１番（松田） 情報通信技術を用いて効率化を進め、職員の皆さんの働き方改革につなげると

いうお考え、もっともだと思います。ですが、今、私が焦点を当てたいのは、その部分ではなくて、

今のような状況の中で、今でも大変な状況の中なのに、そこにプラスして新しい事業、新しい考え、

ＩＣＴによる行政の進め方というのを導入するということが、かなり無理があるのではないかなと

いうふうに感じるところであります。 

 なので、私がここで提案したいのは、先ほども少しお話ししましたが、まちづくりのビジョンに

のっとった総合戦略にしっかりと明記した上で、例えば他町村も取組が始まっているデジタル推進

室のようなものを役場内に設けて、専従職員を配置した上で、少ない人数でもいいと思うのです。

１人や２人配置した上で、まずは推進室から始めて、ＩＣＴ化を検討し、勉強し、また、職員の間

でもボトムアップが必要だと思いますし、どういった機械を取り入れるのか、どういった機器と機

器をつなげばもっと効率化になるのかなどの研究がかなり必須で必要なことだということを認識し

ています。そのようなことを進めるためには現状の業務の中ではかなり厳しいのかなという意見の
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中で、町長の考えを改めて伺いたいと思います。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） このＩＣＴ化、どう進めていくのか、行政としてどうするのか、ごもっともで

ございます。ですから、今、企画課を中心とした庁舎内での検討部会を進めているところでありま

して、先ほど二、三、企画課のほうから紹介をさせていただいたとおりでありまして、今、13項目

に当たってそれぞれ検討しているところであります。 

 専門の部署を設けて人を配置してやれば、それは効果的になろうかというふうに思っております

けれども、我が広尾町の組織としてはまだそこまでできないというところでございまして、現在の

職員の中でそういったことを検討して前に進めてまいりたいというふうに思っております。 

 

１、議長（堀田） 松田議員。 

 

１、１番（松田） 現状の中では、先ほど企画課長のほうからお話があったように取組が始まって

いるということ、十分認識しております。 

 ですが、私がここで言っているのは、重ねるようですが、今の現状の中ではなかなか、広尾町の

中ではどんどん進んでいる感じはあるかもしれないですけれども、他町村、他地域と比較した場合、

やはり一歩も二歩も三歩もデジタル化が遅れている現状があるということ。これ、責めているわけ

ではないのですよ。今まで何していたのだというようなことではなくて、これから先、それを追い

越すことは不可能としても、周りのデジタル化の波にしっかりとついていくためにも、今の現状で

はなかなか厳しいのではないかという認識の下でお話ししています。 

 そのためには、やはり専属的な推進室、できれば推進課のようなもの、いずれは推進課のような

ものに昇華して、しっかりと取り組まなくてはいけない問題だと認識しておりますが、そういった

意味も含めて、今後、役場内の現在行っている検討会の中で推進室のようなものを設けるような考

えを進めていただけるような考えがないかどうか、もう一度お聞きしたいと思います。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） この事業を進めるに当たりまして、先ほどから申し上げているとおり、二歩も

三歩も遅れているという指摘でございますが、ぜひ我が町としても情報通信技術、乗り遅れること

のないように進めていきたいなというふうに思っているところであります。特に国の主導で進めら

れている行政情報システムの標準化、これは令和７年度末を目標に移行を終えるように計画をして

いるところでありまして、他の町村に比べて広尾町は遅れているぞと言われないように取組を進め

てまいりたいと思っております。 

（「以上で終わります」の声あり） 
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１、議長（堀田） 次に、11番、旗手恵子議員、発言を許します。 

 

１、11番（旗手） 私は、子育て支援の一環として学校給食の無償化を実施するべきと思い、町長

に質問します。 

 今年度、小中学校の学校給食費を無償化にする自治体が全国で491自治体に広がっています。一部

助成を合わせると500を超える自治体が無償化を実施しています。 

 東京都では、本町と交流のある荒川区を含む東京23区中18区で無償化を実施し、府中市など、ほ

かの７市町村でも無償化を実施しています。杉並区の岸本聡子区長は、本年７月の会見で、給食費

無償化の要望は高く、子どもを支援するという社会の合意を国に伝えるために無償化に踏み出した

と述べています。杉並区が３月に実施した保護者アンケートで81％が「教育費が負担」と回答した

ことを受け、10月から区内64校の小中学校、約３万人の児童生徒を対象にした給食費無償化に伴う

補正予算９億4,000万円を９月の区議会に提案するとしています。 

 北海道でも今年度からの実施を含め47市町村に達し、小学校のみ無償化している三笠市、芦別市

を含め49自治体となっています。道内で３分の１近くの自治体が学校給食の完全無償化に取り組ん

でいます。 

 十勝管内では、足寄町、浦幌町、鹿追町、陸別町、士幌町が既に実施しています。豊頃町では、

小中学生の学校給食を10月から半年間無償化する方針を固め、９月開会する定例会に関連予算を提

出するとの報道もありました。 

 また、更別村は、第２子半額、第３子無償化を既に実施していますが、本町が同じ内容で実施し

た場合、所要額は幾らになりますか。 

 本町の少子化対策、子育て支援、さらには今日の物価高騰からの保護者の負担軽減の見地から、

併せて教育は無償という大きなうねりの中で、本町も学校給食無償化に取り組むべきではないでし

ょうか。町長の答弁を求めます。 

 

１、議長（堀田） 答弁。 

 村瀨町長、登壇願います。 

 

１、町長（村瀨） 旗手議員の質問にお答えをいたします。 

 子育て支援としての学校給食費の無償化ということでございます。 

 まず、ご質問の第２子を半額、第３子を無償化にした場合の金額でありますが、第２子半額で211

万7,000円、第３子無償化で57万円の合計268万7,000円程度と試算しております。 

 この学校給食費軽減につきましては、議会でも何度も質問がありまして、少子化対策、子育て支

援策、そして保護者負担軽減を図る上で有効な施策の一つであることは認識をしております。しか

し、町としては、限られた財源の中で他の支援や施策を含めて検討してきた中で見送りとさせてい

ただいたところであります。 
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 今後も、少子化対策への効果も期待できるものを模索していく中、子育て世代が安心して子ども

を産み育てる町を目指すこと、そして住民全体のいろいろなニーズも考えながら支援施策の検討を

進めてまいりますので、ご理解をいただきますようよろしくお願いいたします。 

 

１、議長（堀田） 休憩します。 

 

午前１０時５０分 休憩 

午前１１時００分 再開 

 

 再開します。 

 旗手議員。 

 

１、11番（旗手） 1951年３月に、岩間正男参議院議員が「憲法第26条に規定されている義務教育

の無償というものをどの程度まで考えているのか」と質問し、政府は「現在の無料は授業料ですが、

そのほかに教科書、学用品、学校給食、なおできれば交通費と考えております」と答弁しています。

つまり、政府は72年前に給食費の無償化を目指すと答弁しており、これを受けて2018年12月、吉良

よし子参議院議員が文部科学委員会での質問で、当時の文部省が学校給食も無償化することが理想

と述べていることを紹介、さらに「学校給食法が給食費の一部を補助することを禁止する規定はな

いことから、地方自治体が全額無償化すること、問題ないのではないか」と質問。文部科学大臣は、

「そのように理解される」と答弁しています。 

 本町でも、学校給食の無償化を早急に実施すべきと考えます。町長の明確な答弁を求めます。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） 学校給食費の無償化につきましては、これまで何回か議論をさせていただいた

ところであります。その都度申し上げているところでありますけれども、議員のおっしゃったとお

りだというふうに私も思っています。やはり義務教育の中に、授業料はもちろんでありますが、学

校給食費も含むという、そんな見解も示されているところでありまして、自治体ごとの財政力によ

って差が生じては駄目だというふうに思っております。これは教育だとか医療もそうだというふう

に思っています。そういったことはしっかり国が施策を講じるべきだというふうに思っているとこ

ろであります。 

 

１、議長（堀田） 旗手議員。 

 

１、11番（旗手） 学校給食費の無償化についてこれまで何度も何度も取り上げて議論をしてきた

ところですけれども、限られた財源の中で見送るということをこの間繰り返されてきています。例
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えば更別村のように第２子半額、第３子無償でも268万7,000円で、広尾町の令和５年度当初予算の

0.037％でできるわけです。また、さらに第３子無償化に限って言えば57万円です。当初予算に比較

すると0.007％と、ごく僅かでできるのです。それでもなお、限られた財源の中で見送ると言い続け

るのでしょうか。町長のお考えをお示しください。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） 具体的な数字をお示しされましたが、やっぱり行政の執行というのは全体を見

て執行するところでございます。各町村がそう思いながら今までなかなか踏み切れなかった実情、

今は少し多くなっていますけれども、やはりそこの問題は恒久的な財源の確保、これが前提条件に

あるわけでありまして、こういった政策を一度やりますとずっとやり続けるというところでござい

まして、そういった恒久的な財源がやはりネックになっていまして踏み切れない部分があるのでは

ないかというふうに思っているところであります。しっかりとそういったことも考えながら、いろ

いろな財政の規律を守りながらしていきたいなというふうに思っているところであります。その時

代時代によってやっぱり喫緊の課題というのがあるわけでありまして、前段、松田議員の一般質問

にもあったように、今、本当に熱中症対策をどうするのだというところもございます。そういった

対策も喫緊の課題としてある中で何を優先的にしていくかというところも財政運営の中で重要な判

断基準でありますので、こういった認識については十分するところでありますし、やっぱり国に対

しましても、異次元の少子化対策を打ち出しているわけでありまして、今回、こども未来戦略の方

針が国から示されましたけれども、残念ながら給食無償化、除かれています。検討に入ったという

ことは耳にしているところでありますが、この未来戦略の方針の中に相当な項目があるのですが、

給食費の無償化は見送られたということ、非常に残念に思っているところでありまして、でも国が

検討を始めたというところ、ぜひ実現をしていただければというふうに思っているところでありま

す。 

 

１、議長（堀田） 旗手議員。 

 

１、11番（旗手） 町長、今、非常に残念に思っているというふうにおっしゃったのですが、だと

すれば、先ほどの質問でも言いましたように、広尾町にとっても負担がゼロということはないので

すけれども、僅かな負担ででも町民のそういう子どもたちの給食費ということで支援ができるので

あれば、できる部分からでも一歩踏み出すべきだということを申し添えて、私の質問を終わらせて

いただきます。 

 

１、議長（堀田）次に、４番、前崎茂委員、発言を許します。 

 

１、４番（前崎） 私は、マイナンバーカードの健康保険証一体化の延期、中止についての発信に
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ついて町長に質問をいたします。 

 さきの通常国会において、特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律、いわゆるマ

イナンバー法の改正案が６月２日、可決成立したところであります。マイナンバーカードの交付は、

2016年（平成28年）１月から始まり、あわせて従前の住基カードは2015年末で廃止をしております。

もともとマイナンバーカードの取得は任意で行うもので、今回の主たる改正内容は、現行の健康保

険証を廃止し、マイナンバーカードと一体化し、「マイナ保険証」として来年、2024年秋から実施す

るもので、事実上の義務化を図るものであります。我が国の国民皆保険制度の下、保険者は加入者、

被保険者に保険証を届けることが義務となっており、この基本原則からも逆行することになります。 

 このような状況の下、マイナンバーカードをめぐるトラブルが相次いでおり、政府は８月８日に

マイナンバーの誤登録を受けた総点検の中間報告を公表しました。その内容は、マイナンバーに別

人の健康保険証の情報をひもづけたミスが新たに1,069件発生し、既に判明した分と合わせて8,441

件となったと公表したところであります。総点検は11月末までとされており、今後さらに増加する

と予測されています。 

 そのほかにも、マイナンバーカードのトラブルが相次いでおります。先ほどの事例のほか、自治

体のコンビニ交付サービスにおける住民票や戸籍証明書等が誤って交付された事例、年金と公金受

取口座を他人のマイナンバーカードにひもづけが誤って登録された事例、このうち、マイナンバー

に別人の口座が登録されていたのが940件、子どものマイナンバーを親の口座にひもづけ誤りが約

13万件あったと報告をされています。また、マイナンバーと障害者手帳の情報とのひもづけミスな

ど、相次いで発生しており、マイナンバーカードに対する国民の不信感が高まっているのが実態で

あります。政府の内閣府下の個人情報保護委員会では、相次ぐトラブルの続出に伴い、デジタル庁

への立入検査を実施し、調査を徹底して国民の不安払拭を図るとしております。 

 次の点についてお尋ねをいたします。 

 まず、１点目でありますけれども、総務省は、マイナンバーカードの2016年１月以降の交付枚数

の累計は本年４月末現在で8,786万枚、70％の交付率となっていると公表しております。本町におけ

る８月末時点のマイナンバーカードの交付申請数、交付件数並びに交付率は何％かお答えいただき

たいと思います。 

 ２点目ですけれども、総務省は、マイナンバーカード交付枚数のうち、取得者の死亡や自主返納、

国外転出、有効期限切れ、紛失など廃止された件数が2016年から本年６月まで492万枚、約500万枚

あると公表いたしました。今後の集計については、これらを除外して公表するとしています。新潟

県の粟島浦村では交付率が101.2％と、村の人口より交付枚数が超過している自治体も発生してお

ります。 

 ３点目ですけれども、開業医等の組織であります全国保険医団体連合会が７月に行った会見で、

加盟している医療機関で5,500件のトラブルが発生し、一旦10割を負担していただいた例が1,291件

発生、診療を受けずに帰宅した人もいたとのことであります。このまま保険証を来年秋に廃止した

場合、オンライン資格確認ができないなどのトラブルは全体で108万件になると推計をしておりま

す。本町のマイナンバーカードの誤った登録とトラブル等の状況の把握並びに点検作業等に伴う今
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後の事務量についてお答えいただきたいと思います。 

 ４点目ですけれども、直近の世論調査では、来年秋の現行健康保険証の廃止、マイナンバーカー

ド一体化に対し「延期すべし」「中止すべき」との声が７割を超え、60歳以上では81.8％に達してい

ます。全国保険医団体連合会の住江憲勇会長は、現行の健康保険証は残すべきと発言しています。

また、日本医師会も、健康保険証の廃止は延期すべきであると見解を述べております。この発言は、

マイナンバーカードの相次ぐトラブルの発生に起因するものであります。 

 自治体の首長として住民の命と健康を守る立場から、国に対し、ほかの自治体と連携して健康保

険証廃止の延期等について発信すべきではないかと思いますが、町長の見解をお伺いいたします。 

 

１、議長（堀田） 答弁。 

 村瀨町長、登壇願います。 

 

１、町長（村瀨） 前崎議員の質問にお答えをいたします。 

 マイナンバーカードの健康保険証一体化の延期、中止についてであります。 

 初めに、１点目のマイナンバーカードの本町における申請及び交付の件数及び率であります。８

月27日現在、これが最新の数字でありまして、申請数は5,480件、87.98％であります。交付数は4,869

件、78.17％であります。 

 ２点目の本町の返納枚数についてでありますが、死亡や転居、再交付等による廃棄件数は、制度

開始の平成28年１月から数えて165件であります。そのうち、制度自体への不安や不満などを理由に

返納された方はゼロ件であります。 

 ３点目の本町の被保険者証の誤登録等のトラブルの状況については、ゼロ件であります。 

 ただし、マイナポイントの付与等につきましては、窓口に来られて登録した分についてのトラブ

ルはございませんでしたが、ご本人で登録されている分に関しましては、調査が不可能なため把握

しておりません。 

 また、マイナンバー制度に関する不安や不満等についての問合せも、現在のところはございませ

ん。 

 コンビニでの証明書交付サービスの誤交付に関しましても、本町はコンビニ交付サービスを実施

しておりませんので、影響はないところであります。 

 点検作業等に伴います本町の作業量につきましては、デジタル庁からの本町宛てに発出されたマ

イナンバーカードの総点検対象数はゼロ件でしたので、現時点で作業は発生しておりません。 

 ４点目の健康保険証を廃止してマイナンバーカードと一体化することにつきましては、マイナ保

険証を持たない方には資格確認書を発行することが決められており、マイナンバーカードを持たな

い方に対しましても従前と変わらず診療を受けることができることとなっております。 

 令和５年６月２日にマイナンバーカードと健康保険証の一体化が法律により定められましたので、

それに従って業務を遂行していくところでありまして、今後も町民の皆さんに不安を抱かせぬよう

制度の周知に努めてまいりますとともに、窓口等でのお問合せにつきましても真摯に対応してまい
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りたいと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

１、議長（堀田） 前崎議員。 

 

１、４番（前崎） それでは、再質問をさせていただきます。 

 まず、政府は、マイナンバーカードの普及を図るため、健康保険証との一体化ということで保険

証を廃止することにしております。医療保険の資格確認書、カードを持たない方にはこれを交付す

るということにしておりますけれども、保険証を廃止することと併せて短期証を廃止するというこ

とが新聞報道に出ていたのですけれども、本町においても３か月から６か月の短期証が交付されて

おりますけれども、新聞報道では保険証の廃止に連動し短期証の仕組みも廃止するということなの

ですけれども、もしこうだとすれば、従前、短期証を持っている方の取扱いというのはどのように

なるのかをお尋ねしたいと思います。 

 それから、先ほど本町は誤登録等がないということで、それに伴う事務量は発生しておりません

ということなのですけれども、ただ、今後マイナンバーカードの事務負担ということでいくと、い

わゆるカードを持たない方に対する資格確認書の発行、これが新たに発生するわけですけれども、

この資格確認書、当初１年と言っていましたけれども、これを５年にしたいということで方向転換

していますけれども、この資格確認書発行事務で共同通信社が各自治体にアンケートをしたところ、

９割の市町村で事務の負担感が「重い」「やや重い」という回答をしていると。道内でも回答した133

市町村のうち120が「重い」「やや重い」というふうに答えているという報道がありましたけれども、

この点についての本町の実態はどのようになっているのか、お答えいただきたいと思います。 

 

１、議長（堀田） 楠本住民課長。 

 

１、住民課長（楠本） まず、短期証の今後の取扱いについてなのですけれども、現在、国のほう

から短期証を廃止するということだけで、それ以外のことについてはまだ何の通達もございません。

ただ、今の短期証を廃止するということは、今現在、短期証を持っている方については、マイナ保

険証になってからは１年間といいますか、そういうような３か月、６か月というのは基本的に廃止

になるというふうな認識でおります。ただ、今、10割負担されている資格証明書の方たちについて

は、特別療養費ということで、マイナ保険証で診療を受けたときにそれを判断するような形を取る

ということで、今の段階では国のほうからそういった通達が来ているところでございます。 

 それから、資格確認書の発行に係る事務負担なのですけれども、マイナ保険証を持たない方につ

いては、職権で資格確認書を発行するというふうに現段階で来ておりますので、正直言いますと、

その部分について若干の事務負担はあるのかなというふうには捉えているのですけれども、そうい

ったことも踏まえて今後対応していきたいというふうに考えております。 
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１、議長（堀田） 前崎議員。 

 

１、４番（前崎） 現時点で国の方針、決まっていないということなのですけれども、新聞報道で

は、要するに短期証の発行者というのは保険税の滞納者ということなのですけれども、全額負担さ

せる方向でというか、それを残しているというような書き方をしているのですよね。この点につい

ても詳細についてはまだ明らかになっていないということでございますから、広尾町としてそうい

うのに十分な配慮をお願いしたいと思っております。 

 それと、先ほども若干、今までの世論調査でのマイナ一本化についてのアンケート調査結果をお

話ししましたけれども、例えば来年の秋の健康保険証廃止、例えば60歳以上の高齢層では81.8％、

約82％の方が延期もしくは撤回すべきだというふうにアンケートで出ていますけれども、それと併

せてマイナンバーカードの保有なのですけれども、例えば現在マイナンバーカードを保有している

方、この方は要するに有効期間５年ですから、それまでに返納するか、もしくは５年たったときに

更新しないという割合が24.1％、そして今後もマイナンバーカードは取得しませんという方が

14.7％、合わせると38.8％なのですね。60歳以上の方では、将来的にも含めると４割近い人がマイ

ナンバーカードを取得しないという形で出ております。 

 そういったことを考えると、特にご高齢の方が頻繁に病院にかかる、頻度が増えてくるわけです

から、その部分で４割近い方がマイナンバーカード、マイナ保険証を持たないということになると、

要するに単純に保険証を従前どおり続けるのが一番の方策であるというふうに思うのですけれども、

それに加えて、既にお持ちの高齢者のマイナンバーカードですけれども、暗証番号が、例えば５年

間という期間の中で１年、２年は覚えていても３年、４年は忘れるとかという、そういった暗証番

号を失念することにより医療機関での受診がスムーズにできなくなるというような、そういったこ

とも考えられますけれども、この点について町長はどのようにお考えか、お答えいただきたいと思

います。 

 

１、議長（堀田） 暫時休憩します。 

 

午前１１時２５分 休憩 

午前１１時２５分 再開 

 

 再開いたします。 

 楠本住民課長。 

 

１、住民課長（楠本） 暗証番号、５年間ということで、失念したときにスムーズな診療が受けら

れないのではないかというようなご質問だったかと捉えておるのですが、そこに関しましては、暗

証番号が分からなくてもマイナンバーの受付の機械のほうで顔認証ができますので、そういったこ

とで診療にはあまり差し支えがないのかなというふうに捉えております。 
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 以上です。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） ご質問、非常に心配されること、各方面で出ているわけでありまして、私も危

惧をしているところであります。マイナンバーカードというのは任意でありますから持たない人は

持っていないわけでありまして、そういった方は資格確認書であります。それも５年間で更新をす

るということでございます。忘れたら無保険になってしまいまして、医療が受けられないという状

況になっているところであります。国はやはりそういったこともしっかり制度設計の中に考えて、

トラブルのない制度にしていただければと思っております。 

 

１、議長（堀田） 前崎議員。 

 

１、４番（前崎） 今、町長がおっしゃられたように、例えば個々の保険証ですと現在は１年の期

間ということで、自動的に町のほうから送られてくる。これは先ほども言いましたように保険者の

義務という取扱いなのですが、これからの資格確認書は申請に基づくということですから、今言っ

たように申請しなければ無保険という、そういったことも起きるわけであります。 

 また、今現在、マイナンバーカードにおけるトラブルが相次いでいるということで、厚生労働省

もマイナンバーカードのほかに従来の保険証も一緒に持っていって病院の窓口に出してくださいと

いうことをやっています。ですから、今はそれで併用といいますか、いいのですけれども、なくし

たらそういうわけにいきませんので、そういったことの今後の廃止したときのトラブルについて非

常に懸念すると同時に、とりわけ先ほど触れました高齢者の取扱いといいますか、これは全国保険

医団体連合会で全国の自治体に調査をしているのですけれども、例えば現在の健康保険証は施設で

管理している、これが98％、ほぼ100％施設内で管理をしていると。ところが、利用者等のマイナン

バーの代理申請はできない、これが90％、それから併せて利用者等のマイナンバーの管理ができな

い、これも89％、９割近い部分がそういう形で利用者のマイナンバーの管理ができない状況であり

ます。本町の場合、特養もございますけれども、例えば民間のグループホーム、老健施設も含めて、

このような実態についてどの程度まで把握されているのか、分かればお答えいただきたいと思いま

す。 

 

１、議長（堀田） 楠本住民課長。 

 

１、住民課長（楠本） そういった管理体制につきましては、全く把握はしてございません。 

 

１、議長（堀田） 前崎議員。 
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１、４番（前崎） 先ほど言いましたけれども、保団連が各自治体というよりも各老人保健施設、

そこの施設にそれぞれアンケートを求めているということでありますので、その統計がここに出て

おりますので、後ほど参考にしていただければと思います。 

 このマイナンバー制度、それから保険証の廃止、これは国の法律で決まったことですから、一自

治体がいいとか悪いとかとできるものではない、これはもう百も承知の上なのですけれども、ただ、

情報の共有だとか、自治体の首長としてこの制度に対する発信については、これは可能だというふ

うに思っております。 

 ちなみに、諸外国といいますか、ごくまれなあれですけれども、例えばアメリカとかオーストラ

リア、カナダ、ここは当然マイナンバーカードがあって、なおかつ従前は保険証との一体化をやっ

ていたのですけれども、それぞれ問題があるということで、今現在は取りやめているのですね。マ

イナンバーカード一本に絞っております。また、イギリス、イタリア、ドイツ、フランス等々につ

いては、個人番号制度そのものがない、当然マイナ保険制度もないということであります。この事

例でいきますと、エストニアとか台湾、ここが個人番号制度とマイナ保険証を一体化しているとい

うことでありますから、例えば個人番号制度、アメリカ等も含めても、イギリスは1951年から導入

されておりますから、先進地な部分でですけれども、そういった部分で今までやってくる中で廃止

をしてきたという事例がございます。 

 最後になりますけれども、これは国の制度ですから広尾町がする、しないということはできませ

んけれども、ただ、今言ったように国民の７割近くの方が延期もしくは中止すべきだということと、

あわせて自治体の首長も、例えば神奈川県の座間市ですとか、埼玉県の町村ですとか、あるいは東

京都の世田谷区の保坂区長は記者会見されて、「医療機関でも不具合が発見され、混乱が起きてい

る。この事態を放置するべきではない。今の保険証の廃止は凍結し、従来の保険証も存続すべきだ

という意見だ」ということで記者会見されていますよね。こういった制度に対する自治体の意見と

いいますか、これは発信できるものというふうに思っていますし、最近の新聞報道等では、与党の

中でもやっぱり一旦凍結したほうがいいのではないかという意見もありますけれども、やっぱりほ

かの町村と連携して国に対してきちっと検証した上でこういった、今言われている延期等について

の発信をやるべきでないかと思いますけれども、最後に町長の見解をお聞きしたいと思います。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） 国に限らず、いろんな法律並びに条例も含めて、施策については住民生活に直

接結びつくものでございます。今、マイナンバーカード、いろいろな制度設計を進めていく中でい

ろんなトラブル、それから住民の、国民の不安が出ているわけでありますから、それらの施行につ

いては万全な対策を講じてやっていただければというふうに思っているところであります。 

 

１、議長（堀田） 次に、10番、小田雅二議員、発言を許します。 
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１、10番（小田） 一般質問させていただきます。 

 １つ目は物価高騰対策についてで、先月発売し、利用が既にスタートされているプレミアム付商

品券についてであります。 

 購入の申込み、そして利用状況についてを具体的に教えてください。 

 また、この同じ時期に鹿追町では、個々の町民の意思による購入ではなくて、全ての町民への無

料配布という形を取っているところであります。広尾町としても、今後において、ほかの自治体の

事例も参考にして、より町民要望に沿ったものとなるべく検討を重ねていくべきと思いますが、ど

のように考えますか。 

 ２つ目は交通安全対策ということで、具体的には町道、道道、国道等における安全性についての

町としての認識はどの程度なのかを問う質問であります。 

 毎年、夏を迎える頃、道路際の草むらは高く生い茂り、鹿あるいはキツネあるいは熊も考えられ

ますが、これらの突然の出現が対向車線からの車両を巻き込んでの事故につながる可能性がありま

す。町としては各関係機関への強い働きかけが必要とされますが、このことについてお答えくださ

い。 

 

１、議長（堀田） 答弁。 

 村瀨町長、登壇願います。 

 

１、町長（村瀨） 小田議員の質問にお答えいたします。 

 まず、１点目の物価高騰対策についてであります。 

 令和５年６月26日の第４回臨時会でお認めをいただきました地域振興プレミアム付商品券発行事

業補助金につきましては、物価高騰等の影響を受ける商工業者等を支援することを目的に、プレミ

アム率30％、発行組数１万6,000組で、発行総額１億400万円のうち2,400万円をプレミアム分として

事業主体となる商工会へ補助するものであります。 

 前回から予約にて販売をしており、予約受付は７月７日から７月21日まで、商品券引換は８月７

日から８月10日までとし、８月７日から１月21日まで利用が可能となっております。 

 購入につきましては、各世帯20組10万円を上限に募集したところ、多数の購入希望が寄せられ、

１世帯当たり14組までの販売となってしまいましたが、希望された全世帯が購入することができ、

商品券は完売したところであります。 

 今後の地域振興プレミアム付商品券発行事業補助金につきましては、他の自治体の事例も参考に

しつつ、国の経済対策予算等の措置が見込める段階で総合的に判断してまいります。 

 続きまして、交通安全対策についてであります。 

 町道の草刈りにつきましては、６月上旬から９月中旬までの期間、車両係直営による小型ロータ

リー草刈り機により年２回、町道全路線について草刈りを実施しております。また、交差点部につ

きましては、パート職員３名を配置し草刈りを実施しており、あわせて定期的な道路パトロールを

行い、見通しが悪い交差点については、早期に対応することで通行車両の安全確保に取り組んでお
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ります。 

 国道、道道の草刈りにつきましては、路肩及びのり面の雑草による交差点での視界不良や、動物

が路上へ飛び出す危険性の増加などが予想され、通行車両の安全を確保するために、定期的な草刈

りの実施を要望しているところであります。 

 今後も各関係機関と協議を行い、町民の皆様が安心して安全に通行できる道路網の確保に努めて

まいります。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

１、議長（堀田） 小田議員。 

 

１、10番（小田） 最初のプレミアム付商品券についての質問ですけれども、今お答えになった言

い方で、第４回臨時会で認められた地域振興プレミアム付商品券発行事業補助金については、物価

高騰などの影響を受ける商工業者等を支援することを目的にプレミアム率30％どうのこうのと言わ

れたのですけれども、これ、何か商工業者のためだけの支援に聞こえたのですけれども、実際には

物価高騰における住民の生活プラスということでもちろん、私が答えるのも変ですけれども、いい

ですよね。大分肝心なところがちょっと抜けているように思えたので、そのことを確認させていた

だきたいのと、あと全世帯数に対する購入した世帯数の割合を教えてほしいのと、それと７万円が

上限となりましたけれども、結局は７万円になりましたけれども、どのぐらいの割合の世帯が最高

の10万円を希望したのかというパーセンテージ、それと最後に、７万円未満の額の希望者で多かっ

た率のところというのを先に教えてもらえればと思うのですけれども。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） 冒頭答弁させていただきましたこの事業の目的でありますが、商工業者を支援

することと併せて、これまでもそうですが、住民の方の生活支援、これも入っているわけでありま

して、言葉足らずでありました。そういうところでご理解をいただければというふうに思っており

ます。 

 商品券の購入状況については、担当から説明させていただきます。 

 

１、議長（堀田） 室谷水産商工観光課長。 

 

１、水産商工観光課長（室谷） まず、購入組数の割合でありますけれども、全世帯で1,242世帯、

購入希望がありまして、そのうち20組10万円を希望された世帯が75％でありました。次に、10組５

万円を希望された世帯の方が大体16％、その他少数になっておりますので、足し上げて大体100万円

でございます。14組７万円を上限として１億800万円ぐらいの要望があったものですから、それを

8,000万円に合わせるために14組７万円を上限にしまして、971世帯、78％の率の世帯が14組購入さ
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れることになりました。次に多かったのが５万円、先ほど言いました16％ほどの率となったところ

であります。 

 以上であります。 

 

１、議長（堀田） 小田議員。 

 

１、10番（小田） ありがとうございます。 

 それで、今のデータですけれども、広尾町約3,200世帯のうち1,242ということは、結局半分には

満たなくて少しがっかりしたのですけれども、結構これに興味を持たなかった方というか、そうい

う方がおられるのかなと思うのですが、そしてまた、５万円でいいやと５万円のところに希望した

人が結構、次のグループとしているということで、これもどのように考えるのか。先ほどの3,200世

帯のうちの1,242の世帯ということで、これ結果的にアンケートを取ってどうのこうのということ

ではないけれども、やはりいろんな話というか、情報的に整理すべきかなというふうに思います。 

 そして、先ほど言いました鹿追町でのプレミアム付商品券は、全ての町民に対して、もちろんお

金がかからず支給するものですけれども、これについてちょっとだけ言いたいのですが、18歳以下

の人とそれから65歳以上の人、ちょうど一番下のほうと上のほうですね。その方には１人当たり

6,000円お渡しして、そしてその真ん中の19歳から64歳までの方は4,000円を渡すと。そして人数で

すけれども、先ほどの18歳以下で65歳以上という人は2,500人、そして19歳から64歳の方は2,700人

いるということで、このように全町民に対して……そしてもう一つ言い忘れましたけれども、学生

とか高校を卒業して大学とか専門学校とかそちらのほうにおられて同じ町内にいない人に対しては、

１人当たり３万円を支給しているのですね。そして、町民に商品券を渡しているのは、去年に続き

２回目なのですね。 

 ということで、このスタイル、鹿追町のやっているやり方について町としてどのように考えるの

かということも実は聞きたいのですけれども、私は、プレミアムつきだから購入する人については、

いわゆる価格高騰などの理由でこれを得ることによって日々の暮らしについて何とかやりくりもで

きるということでいいのですけれども、買わなかった多くの人もおられるわけですよね。その人た

ちに対しては、買わないのだから仕方ないで終わりでもないと私は思うのですよ。いわゆる可処分

所得がかなりある人とか、例えば高齢になってあとは年金だけもらっているということでやってい

る人についても買える。だけれども、買えない世帯というのも、もちろんたくさんいると思います。

それは多分、先ほどの可処分所得が少なくて、毎月支出が多くて、そしてそれに対してそこで一発

７万円どんと使ってしまうと実際に次の月、少し苦しくなる、そういうことがやはり想像されると

思うのです。そうした場合に、やはり鹿追町のやり方については、これも同じ金額を大体、先ほど

2,400万円の補助ということですけれども、鹿追町も、これは2,600万円かな、あと経費とかという

のは除いて、これについては同じような金額を使われているわけですね。 

 だから、そういうことで私は、もう終わったことについてはあれですけれども、今後いろいろ検

討していく上で、この鹿追町の件なんかはどのような内容だったのか、やはり聞いてほしいなと思
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います。多分、鹿追町あたりだけが、こういうふうに購入のプレミアム付商品券をやっているとこ

ろはないのではないかなとは思うのですけれども、そういうことで非常に貴重なデータにもなるし、

貴重な政策にもなるかなというふうに私は思いますので、この辺について町長の考えを教えてくだ

さい。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） このプレミアム付商品券の発行の事業については、今お聞きしました先進事例

も十分参考にしながら、今後この事業を取り組むのであれば参考にさせていただければというふう

に思っているところであります。 

 以上です。 

 

１、議長（堀田） 小田議員。 

 

１、10番（小田） 今、町のほうにいろいろ検討してくれと言ったのですけれども、判断基準、ど

っちがいいのかというのは、それは両方やるわけにはいかないですけれども、互い違いに今年はこ

れ、今年はこっちというふうにやっていくことはできると思うのですけれども、しつこく言うよう

ですけれども、判断基準はいかに生活弱者とされる人をどれだけ救えていくのかということだと思

うのですけれどもね。そのこと１点に絞って、しっかりと私はこのことについては検討していただ

きたい。私が鹿追町のやり方が好きだとか嫌いだとかではなくて、同じような町で同じようなお金

を使っていて、だけれども、やり方は全く違うということについて、いかに判断基準が生活弱者に

目を向けたものであるかということをしっかりと検討していただきたいと思いますので、もし何か

あればお答えいただければと思います。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） そのように考えております。 

 

１、議長（堀田） 小田議員。 

 

１、10番（小田） 次に、草刈りの関係等なのですけれども、10日ぐらい前に十勝毎日新聞に、広

尾警察署が国道に警戒看板を２基設置して、鹿の飛び出し注意という看板を作ったわけですけれど

も、そしてこの新聞記事あるいは広尾警察署のホームページなどを見ると、どこで鹿が多くてどう

のこうのというふうないろんな情報が出ています。そして、ここにおいても、去年56件の鹿との衝

突に関わった交通事故があったわけですけれども、とりわけ野塚地区、ですから、こっちから行っ

たら、鯖江さんのところをもう少し行くのですかね。もうちょっと行ったところ辺りが、いわゆる
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危険区域というか、重点区域といいますか、そのために、そこでは22件も野塚地区では起きている

ということで、私も事故が終わった後の処理とかそういうことしているところを見たりもしていま

すけれども、そのことについて私は町として何をできるかということをここで聞きたいのですけれ

ども。 

 もちろん草刈りの町に関わっている部分については、しっかりとやっておられると思うのですけ

れども、もちろん継続していろんなところに鹿もどんどん出てきまして、たしか四、五日ぐらい前

に柔剣道場のところにも鹿がいっぱい出てくるのですね。私もびっくりしたのですけれども、あそ

こに草むらはないですけれども、いろんなこと、予期せぬ出来事でどこに鹿が出てくるかというこ

とに関わって、いかに見通しがいい状況にできるかということが議会あるいは行政のほうの責任だ

と思うのですけれども、１つは、町のほうはいいとしても、あと国道についてはもちろん管轄外で

ありまして、このことについては大分前に町長と、草刈り何とかならんかなみたいな感じもちょっ

と雑談の中でしたのですけれども、今回この看板の設置に関しては、交通安全協会、地域交通安全

活動推進委員協議会、それから帯広開建の広尾道路事務所から、いろんなところから集まってきて

やっているわけで、情報というか実態をもちろん共有して集まってやっていると思うので、私は町

に対して何をお願いできるのかということを検討していったとき、もちろん国道ですからいろんな

要請はしているというふうに聞きます。それで、いろんな団体から国に対して、いわゆる開発に対

してお願いというか、要請とかをしていますけれども、ただしても一向に具体的に効果がないよう

に見えるのですけれども、ここで私は町長に、町村会とかいろんな手だての中で、団結してという

わけではないですけれども、何らかの形で草刈りをしてもらえれば、見通しがいいとかなり事故が

減るというふうに思います。鹿も出てきて、一応、右、左を見たりしている鹿も結構いますので、

そこのときに私たちの車両が遭遇したときに相手をそれぞれ認識して事故も少なくなると思うため

には、いかに道路脇の草むらを刈るべきかだと思うのですけれども。 

 そしてかつ、どういう形で草刈りが行われたのか分からないですけれども、多分野塚のその地区

に行って、すごい草が茂っていて、これはやばいなと思ったときに、ちょうど道路から溝のところ

までの全ての距離をやればいいけれども、取りあえず半分だけやっているような状況があったので

すね。あれだけでも大分違うというふうに思ったのですけれども、あの辺については、町も除雪関

係では国と契約書というか、いろんな申合せをしていて、こっち側のところは国に代わってやるけ

れども、国はこの辺の町のところはやるというふうにして、融通を利かせてやっていますけれども、

そういう形を何らかの形でやらなければいけない、やるべきところの草刈りを協議して、バーター

貿易じゃないけれども、そういう形でやれなくはないかなと思うのですよ。 

 そして、もう多分忘れてしまったと思うのですけれども、昔々、職員が土曜講座という、今やっ

ていないと思うのですけれども、昔、土曜講座でも町長に会ったことあると思うのですけれども、

そのときに、外国の例ですけれども、ドイツとかは国とほかの自治体とがぶつかるところ、ちょう

どエリアがぶつかるところについては何をしろと書いてあるかというと、法的に全て住民のために

やるということで、そこをまず第一優先で検討しなさいというような、大体法律が実際にあるので

す。だから、ああいうのを見ていくと、やはり何とかしなければいけないというか、実際に実行し
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てほしいと思うのですね。 

 草を刈るというのは、それは手続上、いろいろ大変かもしれないけれども、やらなければいけな

いことですし、もしかしてニュースで鹿の飛び出しを避けるために対向車線に車両が出て、それで

正面衝突して何人が死亡なんていう記事は、私はこの広尾町でも起こり得るのだと思いますね。八

雲町で大きな事故ありましたね、観光バスの函館と何とかね。ああいうような状態が起きるとも限

りません。交通事故だからいつどんな事故が起きるか分からないということは、それは言えます。

だけれども、万難を排して、ここの部分についてはできるだけ交通安全、そして町民あるいはここ

の町にやってくる人たちについて、いかに少しでも安全な形で町に滞在、あるいは私たちについて

は町に生きていくことの中で、そういうことをしっかりとやることが町長の責務だと私は思います。

幾ら国と町が違うどうのこうのでは、それは答えになっていないと私は思うのですけれども、どう

でしょうか。 

 

１、議長（堀田） 村瀨町長。 

 

１、町長（村瀨） 国道の維持管理、大変な問題になっているところでありまして、広尾町だけの

問題ではなく、全道に広がっている問題であります。全国かもしれません。市町村主要懸案事項と

いうのをそれぞれ十勝総合振興局でまとめているわけでありまして、もう12年間連続してこの要望

はしているところであります。また、開発局とそれぞれの自治体でいろんな業務の打合せ等をやる

わけでありますが、その都度その都度、この国道の草刈りについては要望をしているところであり

ます。路肩のイタドリが覆いかぶさってくれば、本当に鹿が顔を出しただけで避け切れない状況に

あるわけでありまして、しっかりと要望しているところでございます。 

 余談でありますけれども、町の中、道道含めて、国道含めて緑地帯の草ぼうぼうが、今、きれい

になっている。これもやっぱり要望してああいうふうになったわけでありますから、今後ともしっ

かり要望させていただきたいというふうに思っております。 

 

１、議長（堀田） 以上で、一般質問を終わります。 

 

      ◎散会の宣告 

１、議長（堀田） 以上をもちまして本日の日程は全て終了しました。 

 明日９日から13日までは議事の都合により休会いたし、14日は午前10時から本会議を開きます。 

 なお、議事日程は当日配付しますので、ご了承願います。 

 本日は、これにて散会します。 

散会 午後 ０時００分 


